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「もうかる漁業」
その後は…

佐久間淳子（フリーライター）

調査捕鯨がどうなるか
大胆予測をしてみよう。

復興予算 だけでなく
 「もうかる漁業」 までつぎ込んだ調査捕鯨
に対するお金の流れを、
東京新聞は「無理に延命」と指摘しました。

もはや “延命” の領域に入った
現行の調査捕鯨。
「じゃあ、いつまで調査捕鯨は続くのだ？」
誰もが思うことです。
今回は調査捕鯨の今後についての
「大胆予想」をしてみます。

（2月6日）
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　では、「もうかる漁業」という栄養チューブが抜かれた

とき（金の切れ目とも言います）、調査捕鯨はどうなるの

でしょう。

　選択肢は３つ考えられます。

　まずはおさらいです。 「もうかる漁業」とは、IKANet

ニュース53号で紹介したように、経営破綻したも同然の

調査捕鯨に対して施された税金主体の無利子貸し付け

プログラムです。本来の趣旨は、漁協などが省エネ省コス

トの改革を行い、利益を上げられるように大改造するの

を資金的に援助するというものでした。

　ところが、昨夏突然「調査捕鯨の主体も申請できる」

と要綱に加筆がなされ、（財）日本鯨類研究所と共同船

舶（株）が申請を行い、認定されたのです。認定を受けた

団体は最長3年にわたって経費を助成され、漁獲物の売

り上げで返還することになっていますが、返還は最大9

割が免除されます。認定を受けるために提出された「鯨

類捕獲調査改革推進集中プロジェクト改革計画書

（KKP）」には、向こう5年間の改革計画が書かれています

が、もうかる漁業の対象になりうるのは、3年目までで

す。（ここには、いままでに公表されていなかった調査捕

鯨の実情をまとめてあり、その意味では貴重な資料とい

えます。）

　「もうかる漁業」の認定を受けるメリットの一つは人件

費や燃料費の補填ですが、もう一つ、調査捕鯨継続に

とって見逃せない点があります。

　認定をうけるためには船の省エネ省コストを改造で実

現するか、減船するか、あるいは省エネ省コスト型の船

を造るかしなければなりませんが、その経費は自前とい

うことになっています。金融機関は「もうかる漁業」の認

定を受けたことで、改造費の融資に応じたようです。

1987年建造の日新丸は、数年前から新造がささやかれて

いますが、環境保護団体などのはたらきかけもあって今

のところ着手されていません。「もうかる漁業」の認定が

降りてすぐ、日新丸は広島県の因島にあるユニバーサル

造船（現ジャパンマリンユナイテッド（株））のドライドッ

クに入りました。 「あと10年持つように」（朝日新聞2012

年9月26日）と改修が始まりましたが、そのためにJARPA 

II 2012/13を中止する必要ありとの水産庁の判断に対し

て、捕鯨議員らの強い要請で改修を中断して出港とあい

なったようです。いずれにしろ、日新丸は今期、南極から

戻り次第、ドライドック入りするはずです。

　表１を見てください。これは、鯨研の会計年度に合わせ

て、もうかる漁業がいつの調査捕鯨に適用されるのかを

表したものです。

　北西太平洋鯨類捕獲調査（JARPN II）については、帰港

した年度では処理せずその次の年度で会計処理します

から、そこだけ時期がずれています。もうかる漁業に認定

されたのは9月28日ですから、鯨研の会計年度でいうと

平成24年度（2012年10月開始）から最長平成26年度

（2015年9月末終了）までとなります。もうかる漁業での

補填（延命）が利くのは最長JARPA2014/15までとわかり

ます。平成26年度予算で2015年3月に日新丸が南極から

戻るところまでです。（KKPには5年後＝2017年春までの

計画が書かれています）

　もうかる漁業では、経費を助成してくれ、その助成金

（無利子貸し付けと同等）の9割まで免除が可能となって

います。かなり手厚いといっていいでしょう。

1. 調査捕鯨そのものをやめる
2. なんらかの資金援助を他に確保する
3. 現在の調査捕鯨の実施構造を変える

　「調査捕鯨そのものを取り止めてしまう」という選択は

対外的に意地もあるから考えにくいところです。一方で、

もうかる漁業のように、本来は調査捕鯨に適用できない

ものを無理やり適用してしまうくらい強引なことが起き

ますから、もうかる漁業終了の後にもなにかしら税金が

あてがわれることは考えられます。とはいえ、鯨肉が全部

売れる前提の調査捕鯨はもういくらなんでも無理でしょ

う。だとすると、調査捕鯨の名は残るにしてもその姿が大

きく変わる可能性が考えられます。それをまとめて、「3」

にしました。ここを少し詳しく掘り下げます。

「もうかる漁業」とはなにか
調査捕鯨の実施構造

表 

１

タイムテーブルで見る「もうかる漁業」の後

調査捕鯨の行く末と（財）日本鯨類研究所の未来
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（独）水産総合研究センター
捕獲調査計画作成

「もうかる漁業」終了後の調査捕鯨「大胆予測」

調査捕鯨の現在

資料：水産庁、調査捕鯨に関する検討委員会資料（2011年５月）「鯨類捕獲調査の実施体制」
http://www.jfa.maff.go.kp/j/study/enyou/pdf/shiryo2_4.pdf

鯨研解体
の場合

鯨研温存
の場合

調査捕鯨部門新設 or 組入れ
（財）日本鯨類研究所で調査捕鯨の
現場にかかわった研究者を含む

資料：水産庁、調査捕鯨に関する検討委員会資料（2011年５月）「鯨類捕獲調査の実施体制」 http://www.jfa.maff.go.kp/j/study/enyou/pdf/shiryo2_4.pdf
※地域捕鯨推進協会による沿岸調査捕獲は従来どおり

　2010年末頃から、就任間もない鯨研理事長の藤瀬良

弘氏や共同船舶（株）の伊藤誠社長が「（調査捕鯨は）国

主体でやってほしい」とコメントしていることが、水産紙

を見るとわかります。

　現在は、鯨研が調査計画を立て、それを政府が許可

し、応分の補助金を出すという構造になっています。調

査主体は鯨研なのです。それを国主体に、ということは、

国が調査捕鯨を計画し、実施のみ鯨研に投げる、という

形式がまず考えられます。これは下関市鯨類研究室の石

川創室長（元鯨研研究主任）が2012年10月6日に下関市

立大学で行った講演で「個人の意見」と前置きをして「国

の委託事業にして、鯨研に発注すべし」と発言したことと

符合します。国の委託事業とは、鯨研が受託して行って

きたIWCの目視調査のたぐいと同じ扱いで、経費がまる

まる国から支払われます。

　もう一つの手がかりは、元釧路市長の伊東良孝議員が

2012年3月21日の衆議院農林水産委員会で「（独）水産総

合研究センターの事業とせよ」「鯨肉の売り上げは国庫に

入れよ」と発言していることです。釧路市は2002年から沿

岸調査捕鯨の基地になっており、伊東市長（当時）の旗振

りで「釧路捕鯨史」（釧路市2006）も出版されています。

　（独）水産総合研究センター（以後「水研センター」）は、

水産庁の研究機関をまとめた独立行政法人で、国際水産

資源研究所（元・遠洋水産研究所＝遠水研）には現在鯨

類の研究部門がひとつあります。私は以前から、「遠水研

に鯨研を統合して調査捕鯨をやればよいのに」と関係者

に聞いていましたが、当時は“論外”のアイデアだったよう

です。しかしそれを議員が国会発言で提案するように

なったのですから、なにかそれなりに動きがあってのこ

とだろうと思います。この場合、「水研センターが鯨研に

発注し、共同船舶の船と人を雇って実施する」ということ

になるのか、「鯨研を水研センターが吸収してしまい、船

と乗員を共同船舶から雇う」のかどちらかが考えられま

す。まさか鯨研に丸投げの「国営」で、水研センターは単

なる名義貸し・トンネル組織として介在するだけ…、とい

うところまでないがしろにされないことを祈ります。

　いずれにしろ水研センターの事業になれば、他の水産

資源の捕獲調査に準ずる規模になるでしょう。大幅に縮

小ということです。いわゆる反捕鯨国も上げた拳の位置

を下方修正するのではないでしょうか。経費的には水研

センターに繰り込んでしまったほうが事務部門や資料活

用の効率も上がります。

　調査捕鯨の実施主体が水研センターになったとして、

調査捕鯨の計画書はどうなるのでしょう。現行の計画書

には調査研究機関として「日本鯨類研究所 （ICR） 遠洋

水産研究所 （NRIFSF）などの、独立行政法人水産総合研

究センター （FRA）の研究所 その他の研究機関」と書か

れていますし実際の捕獲規模が計画書を上回らない限

りは、なにもしなくとも続けられそうです。ただし、水研

センターが研究機関として積極的に関わるとなれば、調

査計画書を書き直して提出する可能性もあります。

　この、2014年暮れに提出される可能性のある（表１.参

照）、2015/16期以降の調査計画書がどこから提出され

るか、その内容とともに注目すべき点です。

　そんなことを考えていたら、一部を裏付けるようなシ

ナリオが登場しました。全国30の自治体が加盟する「捕

鯨を守る全国自治体連絡協議会」が鯨類捕獲調査の安

定的継続実施体制の確立に向けての検討会を設け、中

尾友昭下関市長を委員長に「調査捕鯨安定実施への「検

討会」提言（案）」をまとめ、2月26日に臨時総会でそれを

承認し、平成26年度予算に「調査捕鯨の全経費を計上す

ること」を要請するというのです。明瞭な「国営化」です。

しかも、「もうかる漁業」の適用を（最大の3年ではなく）2

年で終わりにせよ、2014年末出航の南極海捕鯨から国営

にせよということです。彼らは自民党捕鯨議連など親捕

鯨議員とも密接につながっている利益団体ですから、な

んらかの確証があってのことと思われます。

　提言を読んでみると、大半は各地域の既得権益を守っ

てくれ（手放さないぞ）という内容になっていますが、日

新丸船団の調査捕鯨に関しては、意味深なことに「鯨研/

共同船舶による調査体制を活用することが合理的かつ

効果的」となっています。鮎川沖と釧路沖の沿岸調査を

実施する地域捕鯨推進協会に関して「維持・活用するこ

とが適切」としたのに比べて「維持」の2文字がありませ

ん。鯨研が鯨研の形を失う可能性を示しているようにも

読めます。鯨研の今後については、何かの動きを受けて

の記述になっているような気がします。

　

　鯨研の事業の一つだった座礁クジラのデータ収集と

公表が、下関鯨類研究室の「ストランディングデータベー

ス」に引き継がれるらしいこと、２年前の大津波の被害

を受けて閉鎖された鮎川の附属実験場に残っていた資

料を太地町が預かり、機能誘致に動いていることをあわ

せて考えると、鯨研の“バラ売り”の可能性を示している

のではないでしょうか。

水研センターが調査捕鯨をやる？？ 2014年に鯨研がなくなる？？？
大胆予測 その3大胆予

測 その
2
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ケース 2



増え続ける
鯨研・調査捕鯨への税金投入

借入（借入先未公表）

鯨研への本予算（目視調査受託費）

鯨研への本予算（調査捕鯨補助）

小型捕鯨による調査への本予算として独立

鯨研への補正予算

復興予算（補正予算）

鯨研と共同船舶に対する
「もうかる漁業」助成金

もうかる漁業

妨害対策船経費
5億円

（水産庁長官10月23日）

2013

2012

2011

2010

2009

2008

2007

2006

2005

2004

2003

2002

2001

2000

鯨研の赤字補填
18億円

妨害活動に対する
安全対策強化費

2億8600万円

妨害対策船経費
 5億円

0 10 20 30 40 50 60 70 （億円）

助成額非公表

助成額非公表

資料：農林水産省／（財）日本鯨類研究所 財務諸表、収支予算書、
行政レビューシート／水産庁長官発言（2012年10月23日）
朝日新聞「日本鯨類研究所は借り入れ金が増えている」（2011年11月7日）
※鯨類捕獲調査改革推進事業（もうかる漁業）での助成額は
12月８費現在未公表　〈作図：佐久間淳子／高橋由実〉
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鯨肉の市町別
月末在庫

復興予算（補正予算）
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2012年の在庫統計は、３月31日現在上位７都市の数値のみ公開されているため、
折れ線が切れている月は８位以下だったことを示す。
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資料：農林水産省 冷蔵水産物流通統計　〈作図：佐久間淳子〉
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　IKANetニュース53号にも書いたように、鯨研は平成

23年度第３次補正予算（復興予算）で得た23億円のうち

18億円を、自らの赤字補填に使い、そのお陰で収支ほぼ

ゼロに持ち込めたことがわかっています。はたして昨年

12月29日にWeb公開された平成23年度（2011年10月か

ら2012年9月）事業報告書にはそのことが明確に記載さ

れていました。

　流動資産のうち、現物の鯨肉である「副産物」が約9億

円減り、1.4億円になりましたが、未収金が約9億増えて

15億円になっていますから、抱えていた在庫に買い手が

付いたのでしょう。ただし1年以内に回収できるかどうか

は不明です。数年前には未収入金は30億円以上ありま

した。まがりなりにも販売できていたのです。現物の鯨

肉を抱え、未収入金も10億円台、というのは、以前のよ

うにはたくさん売れない、高く売れないことの現れです。
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　なにしろ1年以上回収できなかった未収入金の存在

を表す固定資産の未収入金は1.8億円減ったものの9

億円強あり、これに対する貸倒引当金が前期と同額の5

億4600万円であることから、この金額分が「回収の見

込み無し」と確定したようです。つまり、共同船舶はこ

の5.5億円の鯨肉代金を鯨研に支払えなかった、という

ことです。

　他、返済額が増加しているのは、昨今のキャッシュフ

ロー重視（お金を実際に持っていることが重要）の考え

方とは異なっている点と、借入先が未公表であること

が、常識的な税理士の目にはいささか奇妙に映ったこ

とを記しておきましょう。

復興予算で赤字補填
日新丸はいつ何トン積んでどこに戻るか

大胆予測 その4
予測適中！

鯨研の平成23年度事業報告、財務諸表を読む

グラフ 2

　2012年12月20日に水産庁が発表したプレスリリースに

よれば、今期の調査は12月から3月まで。確かに、日新丸

が因島を出港したのは2012年12月28日午前10時、ちょう

ど林芳正農林水産大臣が年末最後の定例記者会見に臨

んでいる最中でした。調査海域に到着したのは今年1月

22日頃とみられます。26日現在、日本に着くのは4月5日

頃とみられていますから、3月15日頃まで南極海にいたよ

うです。約８週間。長いときは100日を超えていたことを

考えるとずいぶん短いのです。

　では、帰港地はどこか。

　2007以降は東京港大井水産埠頭が続いていました

が、もしかすると下関に入るかもしれません。　

　下関の中尾市長は2011年に、「石巻復興」をダシにして

23億円を復興予算からせしめた日新丸船団に対して、

「20億の経済効果があるからぜひ下関を母港にしてく

れ」と働きかけました。「復興予算をオレにも分けてくれ」

と言わんばかりで良識を疑いますが、それはそれとして、

話を先に進めます。

　確かに1998年から2007年までは、南極に行く際の日

新丸船団の出港式を同市の埠頭あるかぽーとで行ってい

ました。その後は船団が一堂に会しての出港式は行われ

ていません。帰港地は2006年春まで各地を廻っていまし

たが、2007年以後、大井埠頭入港がならいとなりました。

表向きは海上保安庁が火災やシーシェパードによる妨

害の状況を検分するといった理由があります。今期は日

新丸とシーシェパードの船が接触していますから、大井

埠頭に帰港が筋です。

　それでも今回、下関帰港も考えられなくはないのは、

以下のような理由です。

　グラフ  2 を見てください。2006年までは毎年異なる

日本各地の港に帰港して、そこで鯨肉を降ろしていまし

たが、その在庫は急減しています。これは在庫を陸送に

よって別の場所に配送していることを示しています。当

地での消費だけで減っているわけではないのは、 全体

の在庫量が嵩む一方であることから推測できます。そん

ななかで下関市の年間の鯨肉在庫量は、このところ仙台

と第２位を争う存在です。 第１位の東京（2012年12月末

現在で3769トン）の存在が大きいので見えにくいのです

が、10年前に比べると在庫量が2倍に増え、200トン前後

で推移しています。この程度の在庫を必要とするニーズ

があるといえます。ちなみにもう一方の仙台は、震災か

らの復興中である石巻や塩竃を補完するように2011年

夏以降に上位に躍り出た都市です。このまま高水準で推

移するかどうかはまだはっきりしません。
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　シーシェパード・コンサベーション・ソサイアティ（以

後シーシェパード）のプレスリリースによれば、3月1日現

在で日新丸船団の捕獲数は75頭以下だとしています。

　これが本当だとすると、どんなに多くとも100頭台にと

どまったように思います。100頭と仮定して持ち帰る鯨肉

の量を推定してみましょう。南極海での調査捕鯨は、

2005年春までの第1期ではミンククジラ1頭あたり4.3ト

ンの“調査副産物”を持ち帰っていましたが、2006年以降

は4トンを大きく上回ったことがありません。平均は

3.79、2012年春は3.65トンです。1頭あたり4.3トンなら

430トン、少なければ370トンくらい。400トン程度の鯨肉

ならば下関に水揚げし、そのまま地元中心に販売しても

当年度中に消化が可能な規模と言えます。それに、いっ

たん東京に行ってから広島県因島のジャパンマリンユナ

イテッド造船に戻ってそこで「もうかる漁業」認定の条件

になっている船体改造（省エネ・省コスト化）の残りを

JARPN II出港までに終わらせるには、日数がもったいな

いしそもそも移動の燃料代がかかる。そうであれば、同

じ瀬戸内海に面する下関に鯨肉を降ろせば経費も日数

も節約できます。

　中尾下関市長が2月25日の記者会見で述べたところに

よると、下関帰港に鯨研などが前向きの姿勢を示したと

のことです。市長の熱意だけではない背景があると考え

たほうが自然です。

　出典：調査捕鯨船団下関入港について

　http://www.city.shimonoseki.lg.jp/www/
　contents/1314838975920/files/20130225.pdf

　帰港場所がどこかはともかく、今回の捕獲頭数、調

査副産物の想定を知って、「それっぽっち！」と思ったか

もしれません。でも心配ご無用（？）。まず、鯨肉の市場

流通在庫は2013年1月末現在で4355トンありますか

ら、年間3000トン程度の近年の需要は十分まかなえま

す。それに「もうかる漁業」は、経費（燃料・人件費等）を

無利子で貸し、しかも9割までは国費で免除できる仕組

みになっています。

　副産物が400トンと仮定し、1キロあたり1184円とす

ると、 約4億7千万円です。 同じ年度で会計処理する、 

昨夏の北西太平洋での捕獲分1480トンと合わせるとKKP

で表明した目標の2400トンには520トン足りず、金額も

22.2億円足りないことになりますが、税金投入が決まっ

ているのですから返済上は問題にはならないでしょう。

（*1184円は、KKPより、最近の平均価格）

　シーシェパードは「我々の活動の成果だ！」と誇らし

げですが、実際には「もうかる漁業」との絡み、在庫消

化の意図があるのはまちがいありません。

　今年の日新丸船団の動きは奇妙です。

　鯨研がプレス発表する「反捕鯨団体による妨害活動」

は第４報止まりですが初回から日新丸への攻撃が公表

されているのが目を惹きます。昨年は10報、一昨年は8

報でいずれも最終報で初めて日新丸への攻撃が明らか

にされ、それまでは他の船が楯になって日新丸への攻

撃をかわしている様子がうかがえました。今回は日新丸

への攻撃をはじめから許しているようです。妨害対策

船2隻分の傭船代を税金でまかなったにもかかわらず、

です。

　シーシェパードの被害者になることこそが調査捕鯨

の延命策であると、悟ったかのようなふるまいです。

　いずれにせよ、日新丸はまもなく、日本に戻ってきます。

日新丸はいつ何トン積んでどこに戻るか

佐久間淳子：プロフィール

1959年  フクシマ生まれ。

1989年 日本で初めてのホエールウォッチングに参加後、捕鯨問題に

興味を持ち、ホエーリングウォッチを始める。

2006年6月に、調査鯨肉が市場でだぶつき始めていることを初めて統

計分析によって発表し、日本をはじめ各国語報道で取り上げられた。

2012年5月、調査鯨肉が入札において75％売れ残った事実を鯨研の

公開資料から突き止め、日本をはじめ各国語報道で取り上げられた。

他、インターネット新聞JANJANおよびIKANetニュースを通して、捕鯨

問題に関する分析を発表し続け、一部は英訳されてネット公開されて

いる。

  

大胆予測 その4（つづ
き）
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